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１．はじめに 公共投資によって整備された社会資本や公共財が産業

や社会の基盤となって，生活の快適性や安全性，さまざ

まなコストの縮減効果，新たな産業の振興等をもたらす

効果のことを言う．蓄積された社会資本は生産力効果を

直接・間接に発揮する． 

 

近年，厳しい財政状況を背景に社会基盤整備のあり方を

見直す動きが広がりを見せている．社会基盤整備は経済

成長を支えるのに重要な役割を果たしているが，とくに，

日本においては戦後の復興期から高度経済成長期にか

けて大きな成果をあげてきてきた．しかしながら，90 年

代以降，社会基盤整備の経済効果が低下し，同時に財政

状況も悪化した。これにより，社会基盤整備が中長期的

な経済の成長につながっていないのではないかという，

社会基盤整備の経済効果に対する疑問が起こっている．  

 ところで，社会基盤整備はフローかストックかという

議論がある．社会基盤整備の必要性を短期的な経済政策

の一部として用いられたフロー効果に着目して論じる

ことで産業各分野には広く波及していくが，効果の時間

は長くは持続しない．したがって，社会基盤の必要性が

基本的にストック効果から論じられなければならない，

というものである． そこで，本研究では，長期経済を分析する代表的なフ

レームワークとしての内生的経済成長モデルを用いる

ことで，社会基盤整備の経済効果に関する考察を行う．

とくに，社会基盤整備がフロー効果を持つのか，あるい

はストック効果を持つのかを検証する． 

本研究では内生的経済成長モデルを用いて社会基盤

整備の経済効果に関する考察を行う．とくに，社会基盤

整備がフロー効果を持つのか，あるいはストック効果を

持つのかを検証する． 

  

表-1 ストック効果とフロー効果  
 ２．社会基盤整備のフロー効果とストック効果 
  
 一般に，社会基盤整備には２つの経済効果があると言

われている．フロー効果とストック効果である．フロー

効果とは公共投資に伴う短期的な経済波及効果のこと

である．例えば，生産物市場で有効需要を創出する．あ

るいは，労働市場においては雇用効果につながっていく

という効果である．これに対して，ストック効果とは， 
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社会基盤整備に関する経済理論分析は Arrow and 

Kuzs2) によって，その重要性が認識され数多くの理論・

実証研究がなされてきた．実証分析の代表的なものとし

て，Aschauer3) や Munnell4)などがある．一方，理論分析
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は，Barro5)，Rebelo6)，Barro and Sala-i-Martin7)，そして，

Futagami et al. 8)などが挙げられる．日本でも，岩本 9) を

はじめとして，浅子ほか 10)，三井・太田 11)など理論・実

証の積み重ねがある． 

 とくに，社会基盤整備は生産活動に直接・間接に貢献

するという点に対して，生産性を拡大するという効果を

検証する試みが 1980 年代からアメリカで注目を集め，

数多くの研究がなされるようになった．その背景には，

各国の経済成長率の低下がどのような要因に起因する

かという問題意識があった． 

このような背景のもと，Aschauer3) をはじめとして，

数多くの実証研究が公的資本の正の生産性を支持した．

Aschauer3) などによって示された実証結果を考慮するな

らば，公共政策の結果として蓄積される社会基盤が生産

性に正の効果を持つ経済を描写する理論モデルを構築

し，そのもとで，政府の政策と経済成長の理論的メカニ

ズムを明らかにする必要があるだろう． 

Barro5) は，この課題に対して，生産的公共財という概

念を導入することで，フローの政府支出が生産に貢献す

る理論モデルを構築した．この生産的公共財には，財や

人の輸送に不可欠な道路，港湾，鉄道などの施設や，治

安を維持するための警察，裁判所などが含まれる． 

Barro5) は内生的に成長する経済における政府の政策

と経済成長および社会厚生への影響を分析した結果，以

下のような結論を導き出した． 

a) 経済成長率を最大化する所得税率（政府規模）

は生産の生産的公共財に対する弾力性に等し

い． 

b) 経済成長率を最大にする所得税率（政府規模）

は社会厚生を最大にする所得税率（政府規模）

に等しい． 

とりわけ，第 2 の結果は政策的に重要な意義を持つ．な

ぜならば，観察が難しい社会厚生の最大化を意図する政

府は，観察可能な経済成長率を最大化することによって，

その目的が達成されるということを意味するからであ

る． 

しかしながら，Barro5) の研究は，フローの公共支出を

念頭において分析がなされており，Aschauer3)による実証

研究が分析対象としたストックとしての社会基盤整備

の生産性と経済成長の理論的関係を明らかにするに至

っていない．Arrow and Kuzs2)が指摘しているように，「発

生する便益と費用は同時点で発生しない」ために，投資

はストックとして評価されるほうが自然と言う考え方

もある．そこで，Futagami et al.8) は公共投資が生産に直

接貢献するのではなく，公共投資の結果，蓄積されたス

トックとして生産に貢献すると考え，理論モデルを構築

した． 

その結果，第 1 の結論は Barro5) と同様であったが，

第 2 の結論である，「経済成長率を最大にする所得税率

（政府規模）は社会厚生を最大にする所得税率（政府規

模）に等しい」とは異なる結論を導いた．すなわち，両

者が必ずしも一致しないことを示したのである． 

Barro5) の用いたモデルでは，生産的公共財が生産に貢

献することにより，たとえ企業の私的物的資本の限界生

産性が低下しても，資本全体の限界生産性は一定水準を

保つことが可能となる．もし，資本の限界生産性が逓減

せず一定であれば，定常状態でも１人当たり私的物的資

本と GDP の成長率は一定となる．このような資本の限

界生産性が一定であるような経済成長モデルを AK モデ

ルと呼ぶ．AK モデルの特徴の１つに移行動学が存在し

ないことがある．そのため，Barro5) のモデルでは税率を

変更しても社会厚生に対して影響を及ぼさない．したが

って，経済成長率を最大化するような所得税率と社会厚

生を最大化するような税率が一致するのである． 

それに対して，Futagami et al.8) では，移行動学が存在

し，公共投資がストックとして生産に貢献する場合には，

経済成長率を最大にする所得税率からの税率変更は，初

期の均衡から新しい均衡へと向かうために，それまでの

消費経路を下方へと押し下げる効果を持つ．その結果，

税率変更は社会厚生に対して負の効果をもたらし，経済

成長率を最大化する税率と社会厚生を最大化する所得

税率が一致しない要因となる． 

以上のように，Barro5) では，フローの公共支出が生産

に対して正の効果を持つ場合には，経済成長率を最大化

する政策は，同時に社会厚生も最大化されるという結果

が得られていた．その一方で，ストックの公共支出が生

産に正の効果を持つ場合については，一般に，経済成長

率を最大化する政策によって，社会厚生を最大化するこ

とはできないのである．  

Barro5) と Futagami et al.8) の結果は，それ以降の研究

に対して大きな影響を与え，様々な形で拡張されるよう

になった．本研究では，とくに，Devarajan et al.12) で用

いられたモデルをもとに，社会基盤整備がフローかスト

ックかという検証を行う． 
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本章では，我々の問題意識に近い Devarajan et al.12)のモ

デルを拡張する．とくに，社会基盤整備はフローとスト

ックの両方で生産に貢献すると仮定する． 
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として与えられる．上記の最適化問題を解き， 

11 ggkkcc   を用いて，長期における最適な配

分を求めることができる． 

多数の代表的家計，企業および政府により構成される

経済を考える．簡単化のために，人口は１に基準化する． 

 

 （１） 生産 

生産関数は Devarajan et al.12) にしたがい，代替の弾力

性が一定の関数である CES 型を仮定する．このとき，生

産関数は以下のように示される．  
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本研究では，社会基盤整備の経済効果に関する考察を

行うために，Barro5) と Futagami et al.8) の結果を踏まえ

たうえで，Devarajan et al.12)のモデルを拡張することによ

り，社会基盤整備がフローかストックかという検証を行

った． 

ここで， は一人当たりの産出量， は一人当たり私的

物的資本， はストックとしての社会基盤整備，そして，

はフローとしての社会基盤整備を表す．ただし，それ

ぞれ，
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ある． 

 

 

 ここで，を２つのタイプの社会基盤整備に対する配

分比率としよう（ 10  ）．このとき，ストックとして

の社会基盤とフローとしての社会基盤は，それぞれ． 
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